
別紙 

＜令和６(2024)年度公募における主な変更点等＞ 
 
 
（１）公募スケジュールの変更 
○令和５(2023)年度に公募を実施する令和６(2024)年度科研費等について、以

下のとおり公募スケジュールを変更しました。 
 

＜令和６(2024)年度科研費＞ 

研究種目名 公募開始 公募締切 審査結果通知 交付内定 

特別推進研究 令和５年４月 13 日 令和５年６月 19 日 令和６年１月上旬 令和６年４月上旬 

学術変革領域研究 

（Ａ・Ｂ） 
令和５年４月 13 日 令和５年６月 19 日 令和６年２月下旬 令和６年４月上旬 

学術変革領域研究 

（Ａ）（公募研究） 
令和５年７月 14 日 令和５年９月 19 日 令和６年２月下旬 令和６年４月上旬 

基盤研究（Ｓ） 令和５年４月 13 日 令和５年６月 19 日 令和６年２月中旬 令和６年４月上旬 

基盤研究（Ａ・Ｂ・Ｃ）、 

若手研究、奨励研究 
令和５年７月 14 日 令和５年９月 19 日 令和６年２月下旬 令和６年４月上旬 

挑戦的研究（開拓・萌

芽） 
令和５年７月 14 日 令和５年９月 19 日 令和６年６月下旬 令和６年６月下旬 

研究成果公開促進費 令和５年７月 14 日 令和５年９月 19 日 令和６年３月下旬 令和６年４月上旬 

 

＜令和５(2023)年度科研費＞ 

研究種目名 公募開始 公募締切 審査結果通知 交付内定 

海外連携研究 

（旧国際共同研究強

化（Ｂ）） 

令和５年３月１日 令和５年５月 10 日 令和５年９月上旬 令和５年９月上旬 

国際共同研究強化 

（旧国際共同研究強

化（Ａ））、帰国発展

研究 

令和５年７月 14 日 令和５年９月 19 日 令和６年２月下旬 令和６年２月下旬 

 
○表中の下線部は令和４(2022)年度に実施した公募からの変更点です。上記以

外の研究種目の日程については、各公募要領等を確認してください。 
 
○公募開始時期とともに、公募締切時期の変更が行われていることに十分留意

してください。 
 

○重複制限が適用される研究種目のうち公募時期が異なるものがありますの
で、「重複制限一覧表」を十分確認してください。重複制限が適用される場
合には、一方の研究種目の研究計画調書の提出（送信）期限後に、既に電子
申請システム上で提出（送信）済みの課題を取り下げたとしても、もう一方



 

 

の研究種目に新たに応募することはできません。 

 

（２）審査資料の電子化及びカラー化について 

○一部の研究種目（対象となる研究種目は以下参照）について、電子申請シス
テムを通じて研究計画調書（PDF ファイル）の電子媒体を閲覧し審査を行う
こととしました。これに伴い、当該研究種目の研究計画調書については、モ
ノクロ（グレースケール）印刷して審査委員へ送付することを取り止めるた
め、色を付した図や文字が使用された研究計画調書がそのまま審査に付され
ます。 

 
【審査資料の電子化・カラー化の対象となる研究種目】※ 

・令和６(2024)年度「特別推進研究」、「基盤研究（Ｓ）」 

・令和５(2023)年度「研究活動スタート支援」、「海外連携研究」、「国際共同研究強

化」、「帰国発展研究」 

※その他の研究種目の審査においては、従前と同様、モノクロ印刷された研究計画調書を審査資

料として使用します。なお今後、審査状況を踏まえ対象研究種目を拡大していく予定です。 

 

（３）応募書類の引き戻し機能の実装について 

○本公募より、研究計画調書の提出（送信）期限より前であれば、日本学術振興
会への提出（送信）後に研究機関担当者による研究計画調書（応募書類）の引
き戻し、必要に応じた訂正、再提出を行うことが可能となりました。 

 

（４）継続研究課題の研究計画の大幅な変更の取扱いについて 

○新規公募年度に継続が予定されている研究課題（以下「継続研究課題」とい
う。）について、これまで、研究計画の大幅な変更を行おうとする場合には、
応募書類（研究計画調書）の提出を受け、改めて審査を行うこととしていま
したが、繰越手続きの弾力的な運用や基金化の進展等により研究計画を柔軟
に変更することが可能となっており、利用実績も減少していることから、令
和６(2024)年度公募より継続研究課題の応募受付を取り止めることとしま
した。 

 

（５）完了届及び完了理由書の廃止について 

○継続研究課題について、これまで、研究が予想以上に進展し、継続研究課題
の当初の到達目標を既に達成したため、研究種目を変えて更なる研究発展を
目指す場合は、当該研究課題の補助事業完了届及び完了理由書（以下「完了
届等」という。）を提出した上で、新しい研究課題を応募することとしてい
ましたが、「研究計画最終年度前年度の応募」により応募ができる研究種目
の拡大や公募・審査スケジュールの前倒し等により継続研究課題の更なる研
究発展が適時適切に可能となっており、利用実績も減少していることから、



令和６(2024)年度公募より完了届等の受付を取りやめることとしました。 

（６）特別研究員（ＤＣ）の研究分担者としての参画について

○令和５(2023)年度より、特別研究員（ＤＣ）が科研費の研究種目へ研究分担
者として参画することが可能となりました。

（７）研究活動スタート支援の応募要件の変更について
○令和６(2024)年度研究活動スタート支援の応募要件を変更し、以下のＡ）又

はＢ）のいずれかに該当することとします。（当該種目の令和６(2024)年度
公募要領参照（令和６(2024)年３月上旬公募開始予定）)

Ａ） 令和５(2023)年９月２０日以降に科学研究費助成事業の応募資格を得、かつ文部科

学省及び日本学術振興会が公募を行う以下の研究種目（※）に応募していない者

Ｂ） 令和５(2023)年度に産前産後の休暇又は育児休業を取得していたため、文部科学省

及び日本学術振興会が公募を行う以下の研究種目（※）に応募していない者

（※）令和６(2024)年度科研費「特別推進研究」、「学術変革領域研究」、「基盤研究」、

「挑戦的研究」及び「若手研究」 

（８）研究計画調書の構成の変更について
○本公募より、「研究費の応募・受入等の状況」欄を研究計画調書のＰＤＦフ

ァイル上では表示せず、審査に当たっては電子申請システム上に表示した内
容を確認することとしました。なお、本欄は研究計画調書の一部であるとい
うこれまでの取扱いに変更はなく、研究計画調書（Ｗｅｂ入力項目）上の入
力方法も変更はありません。

（９）研究活動の国際性の確保について
○研究者の国際的な研究活動を促す観点から、研究計画に関連した国際的な取

組（国際共同研究の実施歴や海外機関での研究歴等）がある場合に、必要に
応じて研究計画調書に記載できることを明確にしています。

○科研費の研究成果の積極的な国際発信に努めていただく必要があることを
明記しています。

（１０）研究インテグリティについて
○「研究インテグリティの確保に係る対応方針について」（令和３年４月２７

日統合イノベーション戦略推進会議決定）等を踏まえ、研究活動の透明性の
確保のため、必要な対応を実施しています。
令和６(2024)年度公募においても引き続き、研究活動の透明性の確保に係る
情報について、研究計画調書に記載することとしています。
なお（８）に記載のとおり、令和６(2024)年度公募においては昨年度と同様、
研究費の応募・受入等の状況を科研費電子申請システムに直接入力いただき



 

 

ます。e-Rad に登録された当該情報が科研費電子申請システムに連携される
のは、次年度以降の予定です。 
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